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エンスライターで、THE MAN WHO KNEW INFINITY(『無限の天才』、工作舎)ほか、多彩な著作活動で知ら
れている。このコースは、MITの全学部生に文科系の教養と文章力の修練を課す必修授業Programs in

















業の強さの変革」NISTEP Policy Study No. 3、「欧州
におけるベンチャー支援システムに関する調査研究」








































ル市郊外に設置され、5 年後の 1970 年に VTT (国立技術研究
センター)エレクトロニクス研究所がオウル大電子工学科隣に設
置されたことに始まる。オウル大学マティー・オタラ教授が初代










の約 100 社 3500 人が入居している。後にノキアのモービル部門となったモデラ社も入居していた。現在はテ
クノポリス社のフェイズIIが完成しノキアも入居している。最近テクノポリス社は株式を上場した。

















VTT - エレクトロニクス(オウルの国立技術研究センター)訪問で驚いたのは、1970 年の創業以来、特に最
近の 20 年間で 300 人のエンジニアのうち 100% にあたる 300 人がスピンオフしているということである。応用
研究所であり、開発された技術がビジネスとして企業で利用されるためにも、その技術を持ってベンチャーとし





















イノベーション・システム。1989 〜 1990 年 米国国立
科学財団( NSF )客員研究官。2002 年 7 月より




















































私が所属している経済分析・統計( EAS: Economic Analysis & Statistics)課は、課長の A・ワイコフさん(米
国)以下 27 名で、科学技術産業( STI: Science, Technology & Industry)局で最も大きなディビジョンです。何を
しているかを簡潔に言うと、OECD の科学技術指標( Main Science & Technology Indicators: MSTI )を作成し
ているところになります。この MSTI は、OECD 刊行物のベストセラーの一つになっています。





















・10/ 8Prof. Erkki Leppavuori: フィンランド VTT (国立技術開発センター)理事長
Dr. Jarl Forsten: 同副理事長
Mr. Jukka Salminiitty: フィンランド大使館参事官
・10/11Prof. Luke Georghiou: 英国 Manchester 大学教授(PREST 所長)(表紙写真)




・10/30Mr. Dennis L. McNamara: 上智大学国際関係研究所フルブライト研究員
・10/31Dr. Hans Riotte: OECD / NEA放射線防護・放射性廃棄物管理課長(元独BMBF)













・「科学技術動向 2002 年 10 月号」(10 月 28 日発行)
特別記事 2002 年ノーベル賞自然科学3部門の受賞者が決まる
 特集１ 生命科学の研究人材の育成および教育の在り方
 ライフサイエンス・医療ユニット 庄司 真理子、茂木 伸一
 特集２ 化石資源を用いない水素製造技術—持続可能な水素エネルギーシステムへ
の鍵—
 環境・エネルギーユニット 大森 良太
 特集３ エコマテリアルの動向 —地球環境問題への材料学のアプローチ —
 客員研究官 西村 睦、材料・製造技術ユニット 多田 国之
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
トップへ
8
